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第２章 計画の基本的事項 

１． 基本的な考え方 
本計画は、建築物の耐震化の実施に関する目標を定め、耐震化への取り組みを定めるもので

す。これにより、本市における地震による建築物の被害や人命・財産の損失の軽減を図ること

を目指します。 

国が定めた建築物の耐震化を図るための基本的な方針（平成18年 1月 25日国土交通省告

示）（以下「国の基本方針」という。）は、10 年後までに、東海・東南海・南海地震におけ

る死者数及び経済被害額を現在の被害想定から半減させることとしています。 

このため、平成27年までに住宅の耐震化率及び多数の者が利用する建築物の耐震化率につ

いて、現状の75％から少なくとも90％にすることを目標としています。 

また、「愛知県建築物耐震改修促進計画」においても、平成27年度までに住宅及び多数の

者が利用する建築物の耐震化率を90%にすることを目標としています。 

本計画では、国や県が示す目標の実現に向けて計画的な耐震化を促進するため、「耐震改修

促進法」に基づき、国の基本方針や、愛知県建築物耐震改修促進計画を踏まえるとともに、本

市において想定される地震の規模・被害状況等及び市内の耐震化の現状及び関連計画における

減災目標を考慮し、具体的な目標と耐震化を促進するために取り組むべき方策を定めます。 

 

２． 対象となる区域、計画期間、対象建築物 
（１） 対象区域 

本計画の対象区域は、本市全域とします。 

 

（２） 計画期間 
本計画の計画期間は平成27年度までとします。また、計画及び事業の進捗状況や社会情勢

を勘案し、中間年の平成23年度に進捗状況の確認を行うとともに、計画内容を検証し、必要

に応じ適宜、計画内容や目標を見直します。 

 

（３） 対象建築物 
本計画が対象とする建築物は、「住宅」及び「特定建築物」を含む建築物とします。 

「住宅」とは、戸建て住宅、長屋、共同住宅（賃貸・分譲）を含む全ての住宅です。また、

「特定建築物」とは、耐震改修促進法第6条に示される建築物で以下の①～③に示す建築物の

うち、政令で定める規模以上で、建築基準法の耐震関係規定に適合せず、建築基準法第3条第

2項（既存不適格）の適用を受けている建築物です。 

表 対象となる建築物 

1） 多数の者が利用する建築物 法※第6条第1号

2） 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 法第6条第2号 

3） 

地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を

妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある建築物（以

下「地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物」という。） 

法第6条第3号 

※耐震改修促進法 
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１）多数の者が利用する建築物（法※1第６条第１号） 

多数の者が利用する建築物の用途及び規模は、耐震改修促進法に基づき、以下の用途及び

規模とします。 

表 多数の者が利用する建築物 

法 

※1 

政令 

第 2条第2項 
用    途 規   模 

第 1号 幼稚園、保育所 階数2以上かつ500㎡以上 

小学校等 

小学校、中学校、中等教育学校の前

期課程、盲学校、聾学校若しくは養

護学校 

階数2以上かつ1,000㎡以上

（屋内運動場の面積を含む） 

老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福祉

ホームその他これらに類するもの 

第 2号 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福

祉センターその他これらに類する施設 

 

階数2以上かつ1,000㎡以上

学校 第 2号以外の学校 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これら

に類する運動施設 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場 

百貨店、マーケットその他の物品販売を営む店舗

ホテル、旅館 

賃貸住宅※2（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿

事務所 

博物館、美術館、図書館 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダ

ンスホールその他これらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類

するサービス業を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する

建築物を除く） 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を

構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供す

るもの 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は

駐車のための施設 

第 3号 

郵便局、保健所、税務署その他これらに類する公

益上必要な建築物 

 

階数3以上かつ1,000㎡以上

第
6
条
第
1
号 

第 4号 体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数1以上かつ1,000㎡以上

※1 耐震改修促進法 

※2 賃貸住宅は「住宅」としても対象建築物に位置づけています。 
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２）危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物（法※1第６条第 2 号） 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の危険物の種類及び数量は、耐震改修促

進法に基づき、以下のとおりとします。 

表 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

法 

※1 

政令 

第 3条 

第 2項 

危 険 物 の 種 類 数   量 

火薬 10トン以上 

爆薬 5トン以上 

工業雷管若しくは電気雷管又

は信号雷管 
50万個以上 

銃用雷管 500万個以上 

実包若しくは空包、信管若し

くは火管又は電気導火線 
5万個以上 

導爆線又は導火線 500キロメートル以上 

信号炎管若しくは信号火箭又

は煙火 
2トン以上 

第 1号 火薬類 

その他火薬又は爆薬を使用し

た火工品 

当該火工品の原料となる火薬又は爆薬

の区分に応じ、それぞれ火薬・爆薬に

定める数量以上 

石油類 第 2号 

消防法第 2 条第 7 項に規定する危険物

（石油類を除く） 

危険物の規制に関する政令別表第 3 の

類別の欄に掲げる類、品名の欄に掲げ

る品名及び性質の欄に掲げる性状に応

じ、それぞれ同表の指定数量の欄に定

める数量の10倍の数量以上 

第 3号 
危険物の規則に関する政令別表第 4 備

考第6号に規定する可燃性個体類 
30トン以上 

第 4号 
危険物の規則に関する政令別表第 4 備

考第8号に規定する可燃性液体類 
20立方メートル以上 

第 5号 マッチ 300マッチトン以上 ※2 

第 6号 
可燃性ガス 

（第7号、第8号に掲げるものを除く）
2万立方メートル以上 

第 7号 圧縮ガス 20万立方メートル以上 

第 8号 液化ガス 2,000トン以上 

第 9号 毒物及び劇物取締法第 2 条第 1 項に規

定する毒物（液体又は気体のものに限

る） 

20トン以上 

第
6
条
第
2
号 

第 10号 毒物及び劇物取締法第 2 条第 2 項に規

定する劇物（液体又は気体のものに限

る） 

200トン以上 

※1 耐震改修促進法 

※2 マッチトンはマッチの計量単位。１マッチトンは、並型マッチ（56×36×17㎜）で、

7200個、約120㎏。 
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３）地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物（法※第 6条第 3号） 

「地震発生時に通行を確保すべき道路」沿道の建築物で、そのいずれかの部分の高さが、

当該部分から前面道路の境界線までの水平距離に、当該前面道路の幅員に応じて定められる

距離（前面道路幅員が12mを超える場合は幅員の1/2、前面道路幅員が12m以下の場合

は6m）を加えたものを超える建築物を対象とします。 

※耐震改修促進法 

図 地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震発生時に通行を確保すべき道路の設定方針】 

 地震発生時に、救援・復旧の基幹的な役割と、市民の避難場所としての機能を担う広域避

難場所の機能を維持することを目的として「地震発生時に通行を確保すべき道路」を設定し

ます。 

また、本市には、太平洋側の広域交通の中心となる東名高速道路の I.C.が 2箇所（豊川 I.C.、

音羽蒲郡 I.C.）整備されており、東三河地域全体の広域交通を担っていることから、高速道路

と周辺市町の連絡機能を補完する道路についても「地震発生時に通行を確保すべき道路」に

設定します。 

 

 

 

 

 

 

【参考：地震発生時に通行を確保すべき道路（耐震改修促進法第5条第3項）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路幅員 12m を超える場合 

前面道路幅員が 12m を超える

場合は、幅員の1/2とします。 

道路幅員 12m 以下の場合 

前面道路の幅員が 12m 以下の場合

は、6mとします。 

・ 県指定の緊急輸送路と広域避難場所をネットワークする路線 

・ 人口が集積する地域において県指定の緊急輸送路の機能を補完すると

ともに住民が避難する際の幹線となる路線 

・ 高速道路 I.C.と周辺市町を連絡する緊急輸送路の機能を補完する路線 

● 緊急輸送路 

大規模な地震が発生した場合に、避難・救助をはじめ、物資の供給、諸施設の

復旧等広範な応急対策活動を広域的に実施するため、非常事態に対応した交通の

確保を図ることを目的に設定される道路です。 

● 避難路等 

地震等の災害発生時において、避難場所・避難所等への避難の際に使用される

道路とします。 
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図 地震発生時に通行を確保すべき道路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 地震発生時に通行を確保すべき道路 

 

 

番号 種別 名称 

① 第1次緊急輸送路（県指定） 東名高速道路 

② 第1次緊急輸送路（県指定） 国道1号線 

③ 第1次緊急輸送路（県指定） 国道 23号線 

④ 第1次緊急輸送路（県指定） 国道 151号線 

⑤ 第2次緊急輸送路（県指定） 国道 362号線、主要地方道国府馬場線 

⑥ 第2次緊急輸送路（県指定） 主要地方道豊橋鳳来線 

⑦ 
第 2 次緊急輸送路（県指定）・地震発生時に通行

を確保すべき道路（市設定） 
主要地方道東三河環状線、県道三蔵子一宮線

⑧ 地震発生時に通行を確保すべき道路（市設定） 主要地方道豊川新城線 

⑨ 地震発生時に通行を確保すべき道路（市設定） 県道石巻荻平豊川線 

⑩ 地震発生時に通行を確保すべき道路（市設定） 県道金沢江島停車場線 

⑪ 地震発生時に通行を確保すべき道路（市設定） 県道豊橋豊川線 

⑫ 地震発生時に通行を確保すべき道路（市設定） 県道金野豊川線、市道中通線 

第1次緊急輸送路（県指定） 

第 2次緊急輸送路（県指定） 

地震発生時に通行を確保す

べき道路（市設定） 

市役所

①

②

③ 

④

⑤ 

⑥

⑦ 
⑥ 

⑧

⑨ 

⑩

⑪

⑫


